
条例への委任の類型

条例への
委任の類型 川越市の考え方

最低基準の目的・向上（第２条・第３条） 参

最低基準と家庭的保育事業者等（第４条） 参

家庭的保育事業者等の一般原則（第５条） 参

保育所等との連携（第６条） 従

家庭的保育事業者等と非常災害（第７条） 参

家庭的保育事業者等の職員の一般的用件・知識及び技能の向上等（第８条・第９条） 参

他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準（第１０条） 従

利用乳幼児を平等に取り扱う原則・虐待等の禁止（第１１条・第１２条） 従

懲戒に係る権限の濫用禁止（第１３条） 従

衛生管理等（第１４条） 参

食事（第１５条） 従

食事の提供の特例（第１６条） 従

利用乳幼児及び職員の健康診断（第１７条） 参

家庭的保育事業者等内部の規程（第１８条） 参

家庭的保育事業者等に備える帳簿（第１９条） 参

秘密保持等（第２０条） 従

苦情への対応（第２１条） 参

家庭的保育事業

設備の基準（第２２条） 参

　乳幼児の保育を行う専用の部屋を設ける （調理設備のみ

　　　部屋の面積　９．９㎡ 従うべき基準）

　　　　　　　　　　　（乳幼児が３人を超える場合は１人につ３．３㎡加える）

　採光、照明、換気設備

　調理設備・便所

　屋外での遊戯等に適した広さの庭

　　　庭の面積　満２歳以上の幼児数×３．３㎡

　火災報知機・消火器の設置、消火訓練・避難訓練の実施

職員（第２３条） 従

　・家庭的保育者

　　　１人につき乳幼児３人まで

　　　　(家庭的保育補助者とともに保育する場合は５人まで）

　・嘱託医

　・調理員

保育時間（第２４条） 参

保育の内容（第２５条） 従

保護者との連絡（第２６条） 参

児童福祉法に基づく家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（案）

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準
（厚生労働省令）

　　従：従うべき基準　参：参酌すべき基準

本市の実情に、国の基準と異
なる、あるいは上回る基準とす
べき事情、特性はないことか
ら、現在の国の基準を用いて、
川越市の基準とすることとし
た。

家庭的保育事業については、
本市の実情に、国の基準と異
なる、あるいは上回る基準とす
べき事情、特性はないことか
ら、現在の国の基準を用いて、
川越市の基準とすることとし
た。
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家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準
（厚生労働省令）

小規模保育事業

区分（第２７条） 従

小規模保育事業Ａ型

設備の基準（第２８条）

　乳児・満２歳に満たない幼児を利用させる場合

　　乳児室またはほふく室・調理設備・便所 従

　　　 乳児室またはほふく室の面積　 参

　　　　　乳児または満２歳に満たない幼児数×３．３㎡

　満２歳以上の幼児を利用させる場合

　　保育室または遊戯室・屋外遊戯場・調理設備・便所 従

　　　 保育室または遊戯室の面積　　幼児数×１．９８㎡ 参

　　　　屋外遊戯場の面積　　　　　　　　   幼児数×３．３㎡ 参

職員（第２９条） 従

　・保育士　乳児　　　　　　　　　　                   ３人につき１人

　　　　　　　 満１歳以上満３歳未満の園児　　　　６人につき１人

               満３歳以上満４歳未満の園児　　　２０人につき１人

　           　満４歳以上の園児　　　　　　　　　　３０人につき１人

　　　　　　　 上記の基準＋１人配置

　・嘱託医

　・調理員

第２４条～第２６条について準用（第３０条）

小規模保育事業Ｂ型

職員（第３１条） 従

　・保育士または研修を修了した者（１／２以上は保育士）

　　　　　　　 乳児　　　　　　　　　　                   ３人につき１人

　　　　　　　 満１歳以上満３歳未満の園児　　　　６人につき１人

               満３歳以上満４歳未満の園児　　　２０人につき１人

　           　満４歳以上の園児　　　　　　　　　　３０人につき１人

　　　　　　　 上記の基準＋１人配置

　・嘱託医

　・調理員

第２４条～第２６条、第２８条について準用（第３２条）

設備の基準以外の項目につい
ては、本市の実情に、国の基
準と異なる、あるいは上回る基
準とすべき事情、特性はないこ
とから、現在の国の基準を用
いて、川越市の基準とすること
とした。

小規模保育事業A型・B型にお
ける保育室または遊戯室の面
積については、現行家庭保育
室の面積基準に従うこととし
た。（保育室または遊戯室の
面積については、幼児１人に
つき３．３㎡）
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家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準
（厚生労働省令）

小規模保育事業Ｃ型

設備の基準（第３３条）

　乳児・満２歳に満たない幼児を利用させる場合

　　乳児室またはほふく室・調理設備・便所 従

　　　 乳児室またはほふく室の面積　 参

          乳児または満２歳に満たない幼児数×３．３㎡

　満２歳以上の幼児を利用させる場合

　　保育室または遊戯室・屋外遊戯場・調理設備・便所 従

　　　　保育室または遊戯室の面積　　幼児数×３．３㎡ 参

　　　　屋外遊戯場の面積　　　　　　　　幼児数×３．３㎡ 参

職員（第３４条） 従

　・家庭的保育者

　　　１人につき乳幼児３人まで

　　　　(家庭的保育補助者とともに保育する場合は５人まで）

　・嘱託医

　・調理員

利用定員（第３５条） 従

第２４条～第２６条についての準用（第３６条）

小規模保育事業C型について
は、本市の実情に、国の基準
と異なる、あるいは上回る基準
とすべき事情、特性はないこと
から、現在の国の基準を用い
て、川越市の基準とすることと
した。
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家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準
（厚生労働省令）

居宅訪問型保育事業

居宅訪問型保育事業（第３７条） 従

設備及び備品（第３８条） 参

職員（第３９条） 従

　・家庭的保育者　　１人につき乳幼児１人

居宅訪問型連携施設（第４０条） 従

第２４条～第２６条についての準用（第４１条）

事業所内保育事業（利用定員２０人以上）

利用定員の設定（第４２条） 参

設備の基準（第４３条）

　乳児・満２歳に満たない幼児を利用させる場合

　　乳児室またはほふく室・調理室・便所 従

　　　　乳児室の面積　　　乳児または満２歳に満たない幼児数×１．６５㎡ 参

　　　　ほふく室の面積　　乳児または満２歳に満たない幼児数×３．３㎡ 参

　満２歳以上の幼児を利用させる場合

　　保育室または遊戯室・屋外遊戯場・調理室・便所 従

　　　　保育室または遊戯室の面積　　幼児数×１．９８㎡ 参

　　　　屋外遊戯場の面積　　　　　　　　幼児数×３．３㎡ 参

職員（第４４条） 従

　・保育士または研修を修了した者

　　　　　　　 乳児　　　　　　　　　　                   ３人につき１人

　　　　　　　 満１歳以上満３歳未満の園児　　　　６人につき１人

               満３歳以上満４歳未満の園児　　　２０人につき１人

　           　満４歳以上の園児　　　　　　　　　　３０人につき１人

　・嘱託医

　・調理員

連携施設に関する特例（第４５条） 従

第２４条～第２６条についての準用（第４６条）

事業所内保育事業（利用定員１９人以下）

職員（第４７条） 従

　・保育士または研修を修了した者（１／２以上は保育士）

　　　　　　　 乳児　　　　　　　　　　                   ３人につき１人

　　　　　　　 満１歳以上満３歳未満の園児　　　　６人につき１人

               満３歳以上満４歳未満の園児　　　２０人につき１人

　           　満４歳以上の園児　　　　　　　　　　３０人につき１人

　　　　　　　 上記の基準＋１人配置

　・嘱託医

　・調理員

第２４条～第２６条、第２８条について準用（第４８条）

経過措置（附則第２条～第５条） 従

事業所内保育事業（利用定員
２０人以上）における乳児室及
びほふく室については、保育
所における基準について、川
越市独自の上乗せをしている
ことから、保育所の基準と同様
とした。（乳児室またはほふく
室については、０歳児１人につ
き５㎡、１歳児１人につき３．３
㎡）
ただし、市長が適当と認める
場合、０歳児１人につき３．３㎡
とすることができる。

事業所内保育事業（利用定員
１９人以下）における保育室ま
たは遊戯室の面積について
は、現行家庭保育室の面積基
準に従うこととした。（保育室ま
たは遊戯室の面積について
は、幼児１人につき３．３㎡）

設備の基準以外の項目につい
ては、本市の実情に、国の基
準と異なる、あるいは上回る基
準とすべき事情、特性はないこ
とから、現在の国の基準を用
いて、川越市の基準とすること
とした。

設備の基準以外の項目につい
ては、本市の実情に、国の基
準と異なる、あるいは上回る基
準とすべき事情、特性はないこ
とから、現在の国の基準を用
いて、川越市の基準とすること
とした。

居宅訪問型保育事業について
は、本市の実情に、国の基準
と異なる、あるいは上回る基準
とすべき事情、特性はないこと
から、現在の国の基準を用い
て、川越市の基準とすることと
した。


